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この地域を合む東北地方で 2011年 3)-:J l 日(金) 1，1昨 16分に大地震が発生。マグ、ニチュー
ド9を記録し、釜石市中間田jで震度 6弱を記録した。1.5昨 21分、釜石港へ?[!{皮の長大岐に襲わ






































































11月 13日、釜石市へ復興計画に対して約 9ヶ月かけて検討した要請書を提出。 11月 20日には
凶の地方振興局主併の説明会に1I1出して、防i朝早に関する白興計画を聞く。
2012年は、役員会を 101 I1、お茶会を 8111開併している。







2014年 1月 6日、 I平成 26年度根浜親交会総会」を前川民宿(同地区の民宿)で開催。











12月 6日、まちづくり協議会・地権者集会が開催され復興計画平成 28年 3月完成が平成 28年
7月に変更された。
2015年は、役員会が 9回、お茶会が 8回、それぞれ開催された。











2016年 7J-:l 15日、恨浜地r;zは親交会を基常に、恨浜M 1 N () (ネパーマインドに引っかけた
ネーミング)を設守した。日的は地域資源を活かし交流入口の士山加をめざし、地域の活性化と持
続的な地域づくりに|白lけた出動を推進すること c また、人々が集う場、活動の拠点、関係する人々
のネットワークづくりを進めることで、人材の育成をドiり、将来に|白jけて市望のある地域社会を
倉Ijり 1¥していくこと口的としている
その活動計画を見ると、①防災意識の普及再発および学科jプログラムの提供、②スポーツ、去
やj:?、え;イじを通じた交流機会の岩Ijl¥、③地域食材を活用した飲食事業や特崖品開発の作造、④環境・
同然に関わる地域資源、の活用した交流事業の展開を巾心に行ムっていこうと寸る内存になっている。
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役員はすべて根浜地区の住民および関係者によって構成されており、第 lフェーズの復興計画
の完成を見ながら、第 2フェーズの地域づくりにすでに取り組んでいる。
7.おわりに
東日本大震災の発生から 8年目を迎え、原発事故の影響は今なお色濃く残るが、巨額の政府予
算が投入され被災地のインフラ整備、住宅再建は一定の目処がついたかにみえる。しかし被災し
た沿岸部は定住人口が減少し続けていて「官製復興」には隈界がみえていると指摘されている。
言われて久しいが、民間主体の地域づくりが浸透すべき段階に来ている。
民間主体が問われているこの時代に、鵜住居町根浜地区は復旧段階から地域コミュニティをベ
ースにした取り組みをすで、に行ってきた。親交会(町内会)はいち早く組織化されリーダー、サ
ブリーダーが方針を決め、お茶会で住民全員に意見を聞く体制を敷き、合意形成する方式を堅持
してきた。基本は伝統的共同体におき、現代的要素として企業等の組合組織に造詣が深い人材が
地域に居住していたことで、行政とのコミュニケーションが円滑になり、地域の要望を行政に対
して先行するタイミングで出していくことが可能になった。その結果としては、防潮堤に高さを
従来通りに抑えることができた。高台移転が実現し、それに伴う新しい道路の建設も行政に受け
入れられた。新しい地域づくりが目に見えるかたちで、実現したのである。
また、本研究では地域資源を、ヒト、モノ、コトの要素で捉えたが、根浜地区の復旧、復興プ
ロセスにみる親交会(町内会)の活動、さらに根浜MINDの設立趣旨をみてくると、地域づく
りに欠かせない地域資源の重要な要素としてヒト、モノ、コトに、トキ(歴史)、シゼン(人々が
適応している環境)の要素を加えることでより綿密な地域づくり、さらには地方創生への指針を
切り開くことができると考える。
地域資源の再評価と地域づくりの研究が、国内外の都市と地方における地域づくりに貢献する
ものと考える。同時に都市におけるコミュニティの喪失という課題も与えている。
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